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象として捉え，様々な要因によって引き起こされる士壌汚染を定量的に記述する手法の模索を行う．既存の不飽

和士／水／空気連成の各方程式に加え，質量保存則から地盤変状に対応可能な地盤内溶解物質の輸送方程式を導き，

それらを統合するごとで，地盤状態の変化によって生じる物質移動現象を再現できる理論の構築を目的とする．

多岐にわたる地盤環境変化事例を総括的に評価できる数理モデル構築により，地盤汚染状態の把握，汚染源の

特定，将来の汚染拡大予測，更には具体的な対策法提案に繋がると考える．

2. 移流分散解析の新しい数理モデル

(I) 仮定・条件設定

［固相＋溶液相］・［固相＋気相］の連続条件式及び移流拡散方程式の導出に必要となる，質量保存則の導出過程を示

す．また，質量保存則導出にあたり，以下のような変数設定，仮定を導入する凡

［変数設定］

I) 温度の溶媒 Igに溶ける溶質の飽和溶解量を叶g/lgH2q

とする．

2) 溶液の濃度として飽和溶液濃度を lとして正規化した

ものをc[-]とする．

［仮定］

I) 溶質は水溶性物質であり，「溶液体積＝溶媒体積」とす

る．

2) 固相，液相は非圧縮性(/J,=0,/J.. =0)とする．

以上の条件から質量保存則を導出する．ここで， yは場

に対する定数であるが， cは時間と空間によって変化する変

数である. yとcの関係を図-2に示す．

［変数設定］により溶媒，溶質，溶液の質量の間に以下

の比例式が成り立つ．

Mu :M, :M1 =l:yc:(l+yc) (1) 

Mu,M,,Mrはそれぞれ溶媒（水），溶質溶液の質量であ

る．溶媒の密度を P.. とすると，［仮定J 1) より溶媒と

溶液の密度の間に以下の比例式が成り立つ．

M tt : Mr = P.,. : Pr =几：(l+yc)p., (2) 

式 (1)'(2) より図—3 のような固相，溶液相，気相の三

相系について任意の領域（体積Vりあたりの溶媒，溶液

の質量には以下の関係が成り立つ．
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図-2 濃度Cと飽和溶解量yの関係
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図-3 固相・溶液相・気相の三相図

M,,':M/ =nS,.pし，：nS,.p1 = nS,. 几：nS,p, (I+ ye) (3) 

M,,.',M/,M/は体積V'あたりの溶媒，溶質，溶液の質量である．

以上から，領域 V について固相，溶液相，気相における質量保存則はそれぞれ式 (4)~(7) で表すことができ

. dA 
る．なお式中のドットは時間微分 (A= )を表す．

dt 

f(仄＋応'・v,)dV=O (4) 

仰＋戸1'v.v 1~v = o (5) 

f (仄 +j:5,'v-v,)dV=O (6) 

f(応＋凡'v·V0~V=O (7) 

ここでv,,vバ',,Vaはそれぞれが占める領域での土粒子，溶液，溶解物質，間隙空気の速度（実速度）である．

また， ――――  
V 

P,,Pr,P,,Paはそれぞれ士粒子，流体，溶解物質，空気の実密度 (p,,= _E_ )であり，
V 

p,, 
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p, =(I-n)p, 

凡=nS,.p1 

ye 
仄=nS,p1 = nS,.ycp,, 

l+ ye 

Pa= n(I-S,)p0 

と表される (P, : 土粒子密度， P1 : 流体密度， 几：空気密度）．

また，それぞれの実密度の時間微分を考えると［変数設定］，［仮定］，及び式 (8)~式 (11)から

仄={(1-n)p,}=-np, 

凡=(nS,.p1) = nS,Pr + nS,p1 + nS,Pr 

p, = (nS,.ycp,,) = nS,ycp,, + nS,ycp,, + nS,ycp,, 

九=n(I-S,)p。—ぷ，Pa+n(I-S,) だ，

が得られる．

式 (4) を展開・整理すると，

iz=(l-n)'v・v, 

が得られる．また，圧縮方向を正とすると，固相の圧縮性は

v'·V、=—ぢ

と表すことができる．

(2) 連続条件式・移流分散方程式の導出

(I) で得られた質量保存則より，連続条件式・移流分散方程式の導出を行う．

それぞれ固相の動きを基準とした式設定を行う．

式 (4), (5) を連立させ，固相と溶液相の連続条件式を導出

式 (4), (6) を連立させ，移流分散方程式を導出

式 (4), (7) を連立させ，固相と気相の連続条件式を導出
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ごこでは固相と溶液相の連続条件式，移流分散方程式の導出過程を示す．

a) 固相と溶液相の連続条件式の導出

式(5)に式(4),(17)を代入する．さらに， p1 ={(l+yc)p,,,} =炒P"を考慮すると，

-&,.Sr Pt + nS,pf + nS, ヽV⑫ + nS1p1 V・(v 1 -v,) = 0 

と表される．式 (18) の左辺第 4項は合成関数であることを考慮して，

(18) 

(19) 

式 (19)右辺第 2項V(nSr)は計算値が非常に微小なベクトルになるので無視できる．さらに(v1-v,)は固相に対

する間隙流体の相対速度である．よって式 (18) は，ダルシー速度v"を用いて整理すると，

nS,. {v・(v1 -v,)} = V・{ns,. (v1―v,)}-v(ns,.)(v1 -v,) 

r V-v,,, =点，S,.-nS,. -nS,. c 
1+ re 

ここに， vii = -knvk.. v. h (ダルシー速度） (21) 

km : 相対透水係数， k,. : 飽和透水係数マトリクス， h : 全水頭である．また

km =Se凡{1-(1-se贔「｝
m: Mualem定数 4), Se : 有効飽和度である．

(20) 

(22) 
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(23) 

b) 移流分散方程式の導出

式 (6) に式 (7) を代入し固相の圧縮性を考慮（式 (17))したうえで整理すると，

-S,c点+nS,c+ nS,.c+ nS,.cv'・(v, -v,) = 0 

の左辺第 4項は合成関数であるごとを考慮して，

nSrc{V・(ve -v,)} = V・{ nS,c(ve -vJ}-V(nS,)c(Ve -Vs)-nSrVc(Ve -vJ 

式 (23)

(24) 

式 (24) 右辺第 2, 3項は計算値が非常に微小なベクトルになるので無視できる．

(vc -v、)は

(25) 

と分散項（液相に対する溶液相の流

(26) 

(27) 

また，

(v, -v,) =(v1 -v,)+(vc-v1) 

と分離できる．式 (25)右辺第 I, 2項は移流項（固相に対する液相の流速）

速）に相当する．よって，それぞれ相対速度，フィック則を用いて，

nS,. 化-v,)=v"

c(vc-v.1)=J=-D'vc 

固 相 ,~~ バ臼立竺］
fv(p, 戌 V・v,)dV=O

凡 =(l~n)p,

ごこに J:濃度フラックス， D: 拡散係数マトリクス．

式 (24) -式 (27) を式 (23) に代入すると，

-S,.c点+nふc+ nS,.c + v. (cv,,) + nS,. (v. J) = O 

ここに，計算課程で導出される V(ns,.)は微小なベク

(26) 

nS,ycpw V・(v, -v,) 

= V・(rcpwv + nS,ypJ) 

I 
移流分散方程式

-s ct +nS c+nS c+V・CV十nSVJ=O 
''''  . U., 

連続条件式・移流分散方程式導出過程

17 (n(l-S,)(v1―v,)l=Y v0 
I ,., , 

固相と気相の連統式

. n 1-S 
▽ -v, = (1-S,)i:, +nS, -

(,)Pa 
K 
" 

固相と溶液相の連綬式

r y'・V =ふIi,-nS, - nS,c 
l+yc 

溶解物質相

L(A戌 Vv,)dV=D 

凡＝必，PwYC

図-4

トルなので無視した．

また，固相と気相の連続条件式の導出過程は省略す

る．各支配方程式は変形がひずみで一般化して表現さ

れており，不飽和地盤における複雑な変形挙動を表現

する構成モデルを自由に選定するごとができる．さら

に，飽和度の時間的変化に対応可能な項も存在し，現

実性の高いモデルになっていると考える．固相と気相

の連続条件式も不含めた支配方程式導出過程のフロ

ーチャートを図4に示す．

(3)支配方程式• 初期値• 境界値

前章で導出した移流分散方程式を有限要素法により初期値境界地間題として取り扱いための手法を記述する．

ただし，圧縮側を正とし，微小変形を仮定す

(27) 

(28) 

(29) 

(30) 

a) 支配方程式

固相I溶液相I気相の練成問題における場の支配方程式をまとめる．

る．
O" =0, . . 

I'、/
〇＝び

'I I' 

., . ¥' 
び ＝びリ+p,ou, ・

¥'.  

'I びり =(jリ— P心

CT:, = D,,klikl -c,;s, 
1 

究＝―-(it +町）2 I . .J 

釣合式

有効応力式
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適合条件式
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r 凡=i:,.S, -nS, -nS, c 
l+ ye 

v,,., = -K,,.,, h_, = -k, —,,.k,,.,,h., 

凡,,=(1-S,)点+nS,-
・n(l-S,)Pa 

K 
a 

丸,= -Ka,, Pa, = -k,,, 凸Pa,

-S屈 +nふc+nS,.c+c凡,,+ nS,.J;_, = 0 

l;=-D, 凡

連続条件式（固相と液相）

ダルシー則（水）

連続条件式（固相と気相）

ダルシー則（空気）

移流分散方程式

フィック則（分散）
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びI/ : 全応カテンソル

叶：ネット応カテンソル

Pa : 間隙空気圧

尻：ひずみテンソル

S,: 有効飽和度(s,= %:~tJ 
s,., ヽ ：残留飽和度

u, : 変位テンソル

&v : 体積ひずみ

r : 飽和溶解量

k州：不飽和透水係数テンソル

k",, : 飽和透水係数テンソル

h : 全水頭

凡：水の密度 h=P" +n 
p,,g 

n: 位置水頭

Pa : 空気圧

K : 不飽和透過係数テンソルa,, 

k : 飽和透過係数テンソル,, 

J, : 濃度フラックス

b) 初期条件

び；：有効応カテンソル

P, : サクション応力(A=sSe) 

Q1kl ; 弾性剛性テンソル

外：係数テンソル

S,. : 飽和度

S,1 : S = 0での飽和度

v, : 間隙水の流速ベクトル

n : 間隙率

C : 濃度

k,.,, : 比透水係数k,.,,=S,ql-(1-S,~)'"r 

m : Mualem定数

Pw : 水圧

g : 重力加速度

va, : 間隙空気の流速ベクトル

ふ：間隙空気の圧縮率(Ka=Pa+凡）

位：比透過係数k,.11= (1-S,)" (] -Se'~)2m 

{/) : 形状パラメータ

D,1: 分散係数テンソル

本研究で用いた初期条件，境界条件を表-1,2にまとめる．また境界条件の概念図を図-5に示す．

表-I 初期条件

初期条件

初期応力： cr;111 =ダ;11~0 in V 

初期水頭： 1, =1,=o in V 

初期空気圧： Pa1, =p叩=o in V 

初期濃度： C =C  1, 11=0 m V 

咋=(]';1,00 in V 

"1, =h,cO in V 

Pa,= P咋cO m V 

c1 =c,H> m V 

S=凡＋凡＝芯+Sq=S +S =凡+SgP, q, 

図-5 初期• 境界条件概念図
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境界条件

． 変位境界 (Dirichlet境界）： U ．, =U ． , on s u 

． 応力境界 (Neumann境界）： &,1n1 = マt, on s n 

． 水頭境界 (Dirichlet境界）： h=h on sh 

． 流量境界 (Neumann境界）： v,,,n, =り on s q 

． 空気圧力境界 (Dirichlet境界）： Pa=九 on s凡

． 空気流量境界 (Neumann境界）： va,n, =qa on s"" 

． 濃度境界 (Dirichlet境界）： c=c on S, 

． フラックス境界 (Neumann境界）： nS, ド(vr,-vJ+J,}n, =Q, on s!J, 

表-2

境界条件

3. 移流分散現象と荷重の関係

前章までに確立した数理モデルを用いたプログラムにより，荷重載に伴う移流

分散現象の変化の様子を考察した．また透水性の差異による現象の差異も検討し

た．

(I)荷重の有無による移流分散現象の違い

図—6 に解析に用いた地盤モデルのメッシュ図及び変位・応力の境界条件を示す．

地盤は下端面を固定した一次元圧縮状態を仮定している．地盤試料は豊岡盆地の

粘土層地盤の物性値を参考にした（表—3). 初期状態において Y=-0.8~1. Omの範

囲に濃度比 c=O.50の汚染物質が存在しているとした．ごれらの条件の下で地表

面への荷重載荷の有無による一定時間経過後の濃度分布の変化に関して検討を

行った．ごこで地表面に荷重をかけるケースを caseA, 荷重をかけないケースを

caseBとする. caseAでは地盤表面に 10日で 980kPaの偕重が線形的にかかり，

その後は 980kPaの荷重が保持されるものとした．

図—9 に caseA の時間経過に伴う深度方向の過剰間隙水圧の変化を示す．図—7

から caseAにおいて，地表面に荷重がかかるごとにより，地盤に過剰間隙水圧が

発生し，その後の消散する過

程において，地盤に鉛直上向

きの動水勾配が発生している

様子が分かる．そのため，荷

重載荷がなく，分散の効果の

みで初期濃度が空間的に広げ

られる caseBに対し， caseAで

は過剰間隙水圧の消散過程で

濃度の移流が鉛直上向きに起

きる．その結果，

caseA において

過剰間隙水圧が

ほぼ消散しきる

荷重載荷開始か

ら 500 日経過後

の深度方向の濃

度分布（図—8)

は， caseAの濃度

分布が caseBよ

り上方に移動し

ていることが分

かる．

i: ・ロt iふ

↓ ¥ l 

¥/.;: 
11 ".11 

解析メッシュ

え K M V Psai (g/cm1) 

0 06 0 01 I 33 0 30 I 7 

Psat (kPa) k (m/day) ka (m/day) m D (m2/day) 

9 8X 102 2.0X 10-1 2 ox 10-2 08 2 ox 10―5 

C• . ,,,' 

図ふ

試料のパラメータ表-3

0.3 

一caseA (荷重あり）
―←  -caseB(荷重なし）

0.1 0.2 

Relative Concentration(-) 

500日後の濃度分布図-8
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が分かる．そのため，載荷後 100 日の濃度分布を比べると（図—10) 0.0 

間隙水圧の消散しきっていない caseAと比べて，間隙水圧がほぼ

消散している caseCの濃度分布がより地盤上方へ移動しているご

とが分かる．一方で，載荷開始から 500日経過後の濃度分布をみ

ると（図—11) caseAにおいても過剰間隙水圧が消散しているごと

から，空間における濃度の広がりに違いはあるが，地盤の変形量

は等しくなるので，濃度分布のピーク値をとる深さは caseA,Cに

おいて同様の位置になる．過剰間隙水圧が消散した時点で比べれ

ば，透水係数の変化による移流の影響は低いことがわかる．

(2)透水係数の上昇による移流分散現象の違い

前節より地盤上部への荷重載荷により地盤内の濃度移動の様子

が変化するごとが分かった．次に，地盤の透水性が地盤内溶解物

質移動挙動に与える影聾について検討を行った. caseAと同様の

地盤試料，解析条件，荷重条件のもと透水係数を caseAの 100倍

(k=O. 02m/ day) としたものによって，その挙動を比較した（この

ケースを caseCとする）．

図—9 に caseC における時間経過に伴う過剰間隙水圧の時間変化

を示す. caseC は caseA より透水性が高いため，図—7 と図—9 を比

較すると caseCは caseAより過剰間隙水圧の発生量が小さいこと

がわかる．またその消散も早く caseCでは載荷開始から 20日後に

は過剰間隙水圧が消散し，ほぼ静水圧分布に落ち着いているごと

4. 結論

質量保存則から各種支配方程式を導出した．またそれらを統合

した物質移動を考慮した土I水I空気連成不飽和解析コードを用い

て， 1)荷重の有無による移流分散現象の差異， 2)透水性の違いに

よる物質移動の変化を確認できた．今後は実地盤を対象に上記の

効果を定量的に示し，現在実施されている対策工の評価や新たな

地盤浄化手法の確立を目指す．

参考文献

1) 平田健正，前川統一郎：土壌・地下水汚染ー原位置浄化技

術の開発と実用化 ，シーエムシー出版， 2004.4. 

2) 塚島順一，水野智子：「土壌汚染対策法」早わかり，同友館，

2003. 9. 

3) 藤川和彦，飯塚敦，河井克之， ピパットポンサー・ティラポ

ン：物質移動を考慮した不飽和土／水連成問題の数理モデル

と有限要素解析手法，応用力学論文集，土木学会， Vol.9,

pp.377-384, 2006.9 

4) Mualem, Y.: A conceptual model of hysteresis, Water Resources 

Research, Vol.IO, No.3, pp.514-520, 1974. 

2
0
 rn
恋

ー

l
o

0

0

 

゜
~

ー

2

3

―

―

 

(E) qict;ia 

/o "'~ 惹

1.5 2.0 

Total head(m) 

図-9 全水頭の変化 (caseC)
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図-10 100日後の濃度分布
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図-11 500日後の濃度分布
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This thesis describes the innovative method of advection-dispersion phenomenon. In Japan, to express 
details of the movement of dissolved materials in the soil becomes more and more important by the soil pollution 
law in 2002. Generally, advection-dispersion phenomenon is considered only the water movement in the ground. 
Though, grounds are exposed to various physical effects. So, when treating advection-dispersion phenomenon, it 
is needed to think of not only water movement but also traction on the ground or water content. In this study, to 
tackle this problem, advection-dispersion equation is derived being considered ground settlement and 
unsaturated condition. And infiltration equation which can express relationship between soil and liquid solution 
is reviewed. They are derived by applying law of conservation of mass of each phase. To solve as 
initial-boundary-value problems, these equations are applied to finite element method (FEM). Besides, to declare 
credibility, various validations are operated. Consequently, thinking total ground condition, the mathematical 
method is made up. 




